
地域特産品振興対策事業補助金交付要綱 
 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、地域特産品振興対策事業補助金（以下｢本補助金｣という。）の交付に

ついて、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
（交付目的） 

第２条 本補助金は、地域特産物の生産振興を図ることにより、地産地消の推進及び所得

の向上を目的として交付する。 
（補助事業） 

第３条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、別表第１欄に

掲げる事業（以下「間接補助事業」という。）を行う者（以下「間接補助事業者」という。）

に対して、当該間接補助事業の実施に要する別表第３欄に掲げる経費（以下「間接補助

対象経費」という。）について本補助金の額以上の間接補助金を交付する事業とする。 
（補助事業者） 

第４条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業を実

施する別表第２欄に掲げる者とする。 
（補助対象経費） 

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業

の実施に要する間接補助対象経費の額とする。 
（補助金の算定等） 

第６条 本補助金は、補助対象経費について、別表第４欄に掲げるところにより算定し、

予算の範囲内で交付する。 

（交付申請） 
第７条 本補助金の交付の申請は、市長が別に定める日までに行う者とする。 
２ 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、別記様式

によるものとする。 

（間接交付の条件） 
第８条 第３条に掲げる事業の実施により本補助金の交付を受ける鳥取いなば農業協同組

合は、同号に規定する間接補助金（以下「間接補助金」という。）を交付するときは、そ

の交付を受ける者に対し、次の表の左欄に掲げる規則の規定（これらの規定中同表の中

欄に掲げる字句を同表の右欄に掲げる字句に、それぞれ読み替えたものとする。）に準

じた内容の条件を付さなければならない。 
規則第９条第１

項、第９条の２、

第１０条、第１

２条（ただ 
し書を除く。）、

第１６条、第１

７条並びに第１

８条第１項及び

第３項 
 

補助事業者等 間接補助事業者 
補助金等の交付 間接補助金の交付 
補助事業等の 間接補助事業の 
市長 補助事業者 

補助事業等を 間接補助事業を 

補助事業等変更（中止・廃止・）

承認申請書（様式第３号） 
補助事業者が定める申請書 

補助事業等又は間接補助事業等 間接補助事業 
決定内容等 間接交付の決定の内容又はこれに

付された条件若しくは指示 
補助事業等に 間接補助事業に 

補助事業等着手届（様式第４号） 補助事業者が定める届出書 
補助事業等が 間接補助事業が 



補助事業等完了届（様式第５号） 補助事業者が定める届出書 
補助事業等（補助金等が間接補

助金等に係るものである場合に

あっては、間接補助事業等。以

下この条において同じ。） 

間接補助事業 

補助事業等実績報告書（様式第

７号） 
補助事業者が定める報告書 

第１０条第２項の規定により補

助事業等完了届の提出があった

とき又は補助金等 

間接補助金 

 （承認を要しない変更） 

第９条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

（１）本補助金の増額 

（２）本補助金の２割を超える減額 

 （着手届を要しない場合） 

第１０条 規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号

に規定する補助事業以外のすべての補助事業に係る場合とする。 

（間接的な変更等の承認） 
第１１条 補助事業者は、第８条の規定により付した規則第９条の規定に準じた内容の条

件に基づき、間接補助事業について変更等の承認をしようとするときは、あらかじめ市

長の承認を受けなければならない。 
２ 補助事業者は、前項に規定する条件に基づき、規則第９条第１項の別に定める変更等

を定めるに当たっては、第９条に定める変更を定めてはならない。 
 （指示等の報告） 
第１２条 補助事業者は、第８条の規定により付した規則第９条の２又は規則第１８条第

３項の規定に準じた内容の条件に基づき、間接補助事業者に対して指示をし、又は間接

補助事業者から報告を受けたときは、直ちにその旨を市長に報告しなければならない。 
（実績報告） 

第１３条 規則第１２条の報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、

別記様式によるものとする。 
（雑則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、農林水

産部長が別に定める。 
   附 則 
 （施行期日）  
１ この要綱は、平成２８年２月２２日から施行し、平成２７年度の補助事業から適用す

る。 
（経過措置） 

２ 平成２７年度事業に限り、規則第１２条に規定する実績報告は、規則第４条に規定す

る交付申請書によりなされたものとみなす。 
   附 則 
この要綱は、平成３０年３月１２日から施行し、平成２９年度の補助事業から適用する。 

 



別記様式（第７条、第１３条関係） 
 

年度地域特産品振興対策事業実施計画（報告）書及び収支予算（決算）書 
 
１ 事業の目的 
 
 
 
２ 事業の内容 
 

作物名 件数 出荷数（kg）
単価/kg 
（円） 

事業費 市補助金 

      

      

      

合  計   

 
 
３ 事業完了（予定）年月日 
       年  月  日 
 
 
収支予算（収支決算） 
 
（１）収入の部 
 

項 目 
本年度予算額 

（本年度決算額） 
概 要 

市 補 助 金 円  

そ の 他 円  

合 計 円  

 
 
（２）支出の部 
 

項 目 
本年度予算額 

（本年度決算額） 
概 要 

 
円

合 計 
円

 
 


